
令和 ８ 年 ３ 月

令和 ８ 年度 令和 １７ 年度

１．事業概要
（１）

① 施　設

54.22 人/ha

② 使　用　料 １月当たり（消費税込み）

２，５６５ 円(税抜き) ２，８９５ 円(税抜き)

２，５６５ 円(税抜き) ２，８９８ 円(税抜き)

２，５６５ 円(税抜き) ２，８９５ 円(税抜き)

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

・単独公共　　　　昭和39年度
　　　　　　　　　　　（供用開始後61年）
・流域関連公共　平成21年度
　　　　　　　　　　　（供用開始後16年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

津島市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 　津島市

事 業 名 ： 　津島市下水道事業

処 理 場 数
・単独公共　　　　１処理場（津島市下水終末処理場）
・流域関連公共　無

広域化・共同化・最適化
実施状況

・単独公共下水道は、流域下水道への接続を検討しています。
・流域関連公共下水道は、供用開始当初から流域下水道へ接続しており、広域化・共同化を図っています。
・日光川下流流域下水道の関連市町村で構成する協議会に参加し、管路調査業務の共同化を行っています。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

法適用
（全部適用）

処 理 区 域 内 人 口 密 度
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無

・単独公共　　　　無
・流域関連公共　有
　（日光川下流流域下水道事業）

処 理 区 数
・単独公共　　　　１処理区（日光川処理区）
・流域関連公共　６処理区（神守・莪原西・唐臼南・唐臼北・新開北・蛭間処理分区）

令和６年度 令和６年度

職 員 数 上下水道部組織図（　）内の数値は人数（令和７年４月１日現在）

事 業 運 営 組 織
（ 令 和 ７ 年 ４ 月 現 在 ）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

条 例 上 の 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度 実 質 的 な 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

令和５年度 令和５年度

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等） 利用可能施設なし。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等） 活用すべき未利用土地や施設等なし。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

津島市下水終末処理場の運転管理、維持管理等を平成12年度より民間
委託しています。料金徴収に関する窓口・検針等についても、平成24年
度より民間委託をしています。

 イ　指定管理者制度 －
 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

汚水量 金額(税込）
基本使用料 10立方メートルまで 1,361円

10立方メートルを超え
30立方メートルまで
30立方メートルを超え
50立方メートルまで
50立方メートルを超え
100立方メートルまで
100立方メートルを超え
500立方メートルまで

500立方メートルを超えるもの 209円

基本使用料  1,466円
超過使用料 5人を超える世帯の構成員1人につき 130円

区分

水道汚水
超過使用料1立方メートルにつき

146円

162円

178円

193円

一般用・井戸汚水

汚水量 金額(税込）
1立方メートルにつき 141円

区分
事業用・井戸汚水

汚水量 金額(税込）
1立方メートルにつき 94円
1立方メートルにつき 146円工業汚水

区分
湯屋汚水

上水道事業会計人数4人

下水道事業会計人数3人

上水道事業会計人数6人

下水道事業会計人数6人



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境
（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

組織の見通し

現行の組織体制で今後も業務を続ける予定です。

本市の下水道事業において持続可能な事業運営に向け、「安全・ 安心・持続的な下水道経営」を基本方針とし、将来にわたり下水道サービスを
持続的に提供してまいります。

有収水量は、処理区域内人口に比例して
微増すると予測しました。

使用料収入の見通し

使用料収入は、有収水量に比例して微増
すると予測しました。

施設の見通し

単独公共下水道は、供用開始から50年を超える施設を多く有しているため、これらの改築等を行ってまいります。
改築等に当たっては下水道ストックマネジメント計画に基づき、リスクの高い施設から実施します。
流域関連公共下水道は、供用年数は浅く今後も拡張事業が中心となります。
拡張区域は、令和６年度に見直した「津島市汚水適正処理構想」に基づく下水道処理区域を対象とします。

別紙１「経営比較分析表（令和６年度決算）」のとおりです。

処理区域内人口の予測

単独公共下水道は概ね概成しています。
処理区域内の人口は減少傾向にありま
す。
一方、流域関連公共下水道は区域の拡
張整備を行っており、処理区域内人口は
増加していきます。
これらの合算により、今後の処理区内人
口は微増すると予測しました。

有収水量の予測

処理区域内人口(人)
R06 26,317

R07 26,372

R08 26,427

R09 26,508

R10 26,615

R11 26,691

R12 26,794

R13 26,867

R14 26,939

R15 27,036

R16 27,102

R17 27,196

26,317 26,372 26,427 26,508 26,615 26,691 26,794 26,867 26,939 27,036 27,102 27,196

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

（人） 処理区域内人口の将来予測

使用料収入（千円）
R06 271,478

R07 272,730

R08 275,904

R09 279,514

R10 283,421

R11 287,016

R12 290,923

R13 294,518

R14 298,127

R15 302,020

R16 305,584

R17 309,492
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（百万円） 使用料収入の将来予測

年間有収水量(m3)
R06 1,875,597

R07 1,889,850

R08 1,904,102

R09 1,929,011

R10 1,955,979

R11 1,980,785

R12 2,007,753

R13 2,032,559

R14 2,057,468

R15 2,084,333

R16 2,108,933

R17 2,135,900

1 ,876 1 ,890 1 ,904 1 ,929 1 ,956 1 ,981 2 ,008 2 ,033 2 ,057 2 ,084 2 ,109 2 ,136
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（千m3） 有収水量の将来予測

下 水 道の 整備 促進

〇処理予定区域人口や人口密度を考慮した効率的な整備促進

〇集中(単独)浄化槽を所有する住宅団地や北の玄関構想に関わる

地域における下水道整備

〇合流式下水道における雨水排除の機能強化

効 率 的な 施設 管理
〇処理場・ポンプ施設等の改築・更新

〇老朽管の不明水対策、道路陥没の予防保全

下水道財政の健全化
〇下水道接続率の向上

〇官民連携 (維持管理と更新一体型)手法導入によるコスト削減



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

目 標

・単独公共下水道では、老朽化対策の改築等費用が増加することとなるため、リスクの高い施設から優先的に対
策を行う下水道ストックマネジメント計画に基づき、投資額の平準化を図ります。
・流域関連公共下水道では、事業規模の平準化により、拡張事業を実施します。

・単独公共下水道では、老朽化した合流式下水道管の改築更新に総額約10億円の投資を予定しています。
・流域関連公共下水道では、市街化区域における未普及地域や集中浄化槽を所有する住宅団地などの下水道整備に総額約23億円の投資を予
定しています。
・民間活用については、委託料（下水終末処理場運転等管理業務、産業廃棄物収集運搬処分業務）などにより見込んでいます。
・広域化等として、県流域下水道における建設負担金等を見込んでいます。

目 標
・投資に対し、利用可能な交付金（下水道整備事業、下水管更生事業等）を積極的に活用します。
・下水道整備区域における下水道接続の促進により、使用料収入の増加を図ります。

・使用料収入は、拡張整備により緩やかな増加を見込んでいます。
・受益者負担金は、拡張整備区域からの収入として見込んでいます。
・交付金は、予定する対象事業費の２分の１を適切に見込んでいます。
・企業債は、企業債残高及び元利償還を考慮し、各年の借入額を適切に見込んでいます。
・繰入金は、雨水処理に係る経費についても一般会計からの繰入金を見込んでいます。
・資産の有効活用については現状は予定がありません。
・下水道接続率を、特に流域関連公共下水道を現状の約60％から70％まで向上させることを目標にして、使用料収入を見込んでいます。
・新規債で平均年利2.0％と見込んでいます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別紙２「収益的収支」、別紙３「資本的収支」のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資の平準化に関する事項
・単独公共下水道は、ストックマネジメント計画に基づく管更生による改築等の事業投資の平
準化を図ります。
・流域関連公共下水道は、一定の事業規模により平準化を図ります。

民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
必要に応じて、今後検討を進めてまいります。特にウォーターPPPについて活用を検討しま
す。

その他の取組
単独公共下水道の一部が合流区域であるため、雨水排除についても公共下水道で行ってい
ます。他部署や県等、関係者と協力して、浸水被害軽減のための下水道幹線と処理場の雨
水ポンプ等施設改修の検討を加速させます。

・職員給与費は、令和９年度以降は過去10年の改定率の平均である0.81％を採用。
・動力費、修繕費、委託費、薬品費等の経費は、令和８年度予算値と同程度を見込んでいます。
　なお、上記については近年の物価上昇・賃金率上昇を踏まえ、毎年度上昇率を見込むものとしています。
　　2027年　　　　+2.0％（日本銀行の「経済・物価情勢の展望（2025年８月）」の消費者物価指数）、
　　2028年度～　+1.0％（内閣府の「中長期の経済財政に関する試算（2025年８月）」の消費者物価指数（過去投影ケース））
・県流域下水道への維持管理負担金は、予定する有収水量に応じて維持管理負担金単価(想定単価)により見込んでいます。
・減価償却費は、令和６年度までの取得分の減価償却額（既取得分）と令和７年度以降の取得予定額に係る減価償却見込額（将来取得分）を加
算して計上しています。

広域化・共同化・最適化に関する事項
・単独公共下水道の県流域下水道への接続を検討します。
・日光川下流流域下水道の関連市町村で構成する協議会において、管路調査業務の共同
化を実施していきます。

民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等
の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）

先進事例等の情報を収集し、調査研究してまいります。特にウォーターPPPについて活用の
検討を進めます。

職員給与費に関する事項 職員給与費については、時間外手当等の削減により抑制を図ります。

動力費に関する事項 省エネルギーに対応した機器選定に努め、動力費の節減を検討してまいります。

使用料の見直しに関する事項 現時点においては、料金の改定を検討していません。

資産活用による収入増加の取組について 未利用の土地及び施設を有していないため、検討することはありません。

その他の取組
・単独公共下水道の一部が合流区域であるため、雨水排除についても公共下水道で行って
います。雨水処理に係る経費に対する適正な繰入金の確保を行います。
・流域関連公共下水道に係る基準内繰入金については、必要額の確保を行います。

その他の取組 不明水の処理に係る経費の削減を図ります。

薬品費に関する事項 薬品の調達手法よりコスト削減が図れないか、検討を行います。

修繕費に関する事項 計画的な保守点検により事故等の未然防止を図り、引き続き経費の削減に努めます。

委託費に関する事項
民間委託をしている料金徴収に関する窓口、検針等の営業関連業務及び下水終末処理場
の運転管理、維持管理業務の委託内容等を精査し、コスト削減を図ります。



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

・PDCAサイクルによる進捗管理を行うことで事後検証を行います。
・今後の人口減少、事業の実施状況等、様々な下水道事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、概ね３～５
年の期間で見直しを行います。



経営比較分析表（令和6年度決算）
愛知県　津島市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

25.09 2,374.09 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Cb1 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

59,566

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率は、100％を超えているが、全国平均より低い
水準となっている。引き続き収納率向上や経費削減に努め
る。
③流動比率は、決算時点において翌年度に支払う企業債（流
動負債）や年度末完了工事等の未払金が前年度より増加し、
流動資産の増加を上回った結果、減少したものの類似団体平
均値より高い水準となった。
④企業債残高対事業規模比率は、全国平均・類似団体平均値
より高い水準となったが前年度より減少した。これは、営業
収益から雨水処理負担金を除いた額及び企業債のうち、一般
会計が負担する額についてはほぼ横ばいではあるが、企業債
現在高が減少していることによるものである。企業債現在高
は、毎年度企業債を借り入れているため増加するが、償還額
が借入額を上回っているため減少している。
⑤経費回収率は、前年度より増加し、類似団体平均値より高
い水準となった。これは、流域関連公共下水道の拡張整備に
伴う下水道使用料の増加、前年度取得資産の減価償却相当額
を長期前受金戻入に計上したことに伴う財源の増加等による
ものである。
⑥汚水処理原価は、前年度より減少したものの全国平均より
高値となっている。これは、流域関連公共下水道の拡張整備
により排水量が増加し、年間有収水量も増加しているもの
の、処理施設の維持管理費や資本費が増加しているためであ
る。
⑦施設利用率が増加しているのは、単独公共下水道処理場の
処理能力に変化はないが、前年度と比べ、晴天時に処理した
水量が多かったため、晴天時処理水量が増加した。
⑧水洗化率は前年と比較して増加したものの全国平均・類似
団体平均値と比べると低い水準にある。単独公共下水道区域
では人口減少の傾向もみられるものの、流域関連公共下水道
の拡張整備を進めており、流域関連公共下水道区域について
は現在処理区域内人口及び現在水洗便所設置済人口ともに増
加している。

資金不足比率(％)

- 50.05 44.35 41.36 2,821

自己資本構成比率(％)

26,317 4.85 5,426.19 【】 令和6年度全国平均

①有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値より高い水準
となった。これは、当年度に工事を行い、資産を取得し、償
却資産が増加したことによる。また、前年度の工事で取得し
た償却資産の減価償却により、減価償却累計額も増加してい
る。減価償却累計額の増加額が償却資産の増加額を上回った
ため、有形固定資産減価償却率が増加した。
②管渠老朽化率は、類似団体平均値より高い水準となってい
るが、前年度よりわずかに減少している。これは単独公共下
水道の既設管は布設年度が古いことから、老朽化改善に向
け、継続的に管渠の更新工事を実施しており、管渠の更新が
耐用年数を超えた管渠の増加をわずかに上回ったためであ
る。
③管渠改善率は、類似団体平均値と同水準であり、前年度と
同数値である。これは、流域関連公共下水道の拡張整備を進
めているため、下水管布設延長は増加しており、単独公共下
水道の既設管についても、下水管改築（管更生）工事を前年
度と同等規模の更新をしているためである。2. 老朽化の状況

全体総括

現状では欠損金を発生させることなく運営を行っている。流
域関連公共下水道区域の拡大を推進しているため、流域関連
公共下水道使用料は増加しているが、人口減少に伴い単独公
共下水道使用料は減少している。それに加え、単独公共下水
道の老朽化対策や流域関連公共下水道事業への投資に多額の
費用が必要となっており、企業債残高の水準も高く、経営を
圧迫しつつある。一般会計からの基準内繰入等を行っても依
然として経営状況は厳しい。交付金を活用し、工事に係る費
用は企業債を発行するとともに、資本費平準化債の活用もし
ているが、物価高騰等により損益収支は圧迫され、内部留保
資金の確保は難しい。
　今後は、更なる経費削減や不明水対策に努めるとともに、
効率的な汚水処理を行うことにより、健全な経営の維持に努
める。
　また、令和２年度に策定した津島市下水道事業経営戦略に
基づき、進捗管理を行っていくとともに、随時見直しを行
う。(令和７年度末改定予定）

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.36】 【3.12】 【82.75】 【602.56】

【96.00】【60.13】【140.98】【97.94】

【42.20】 【9.46】 【0.19】
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（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

（ 予 算 ）

１． (A) 368,672 372,833 401,645 386,465 392,479 397,467 402,548 407,235 411,802 416,613 421,225 426,033

(1) 271,478 272,730 276,132 279,514 283,421 287,016 290,923 294,518 298,127 302,020 305,584 309,492

(2) (B) 165 105 136 165 165 165 165 165 165 165 165 165

(3) 97,029 99,998 125,377 106,786 108,893 110,286 111,460 112,552 113,510 114,428 115,476 116,376

２． 365,734 414,200 393,731 387,957 406,323 411,111 418,341 434,552 425,690 432,342 434,934 436,935

(1) 235,288 281,087 258,965 258,210 274,405 275,758 279,354 292,548 283,656 290,188 290,772 290,687

235,288 262,187 256,690 257,210 268,405 271,758 276,854 281,048 282,656 284,188 286,772 288,187

0 18,900 2,275 1,000 6,000 4,000 2,500 11,500 1,000 6,000 4,000 2,500

(2) 128,336 131,153 132,504 127,637 129,808 133,243 136,877 139,894 139,924 140,044 142,052 144,138

(3) 2,110 1,960 2,262 2,110 2,110 2,110 2,110 2,110 2,110 2,110 2,110 2,110

(C) 734,406 787,033 795,376 774,422 798,802 808,578 820,889 841,787 837,492 848,955 856,159 862,968

１． 684,076 753,589 756,879 737,944 747,619 759,787 772,416 783,390 789,098 794,818 803,812 811,346

(1) 21,672 44,976 30,552 30,799 31,064 31,331 31,601 31,872 32,146 32,422 32,701 32,982

(2) 276,848 312,505 323,180 322,198 327,357 332,396 337,591 342,667 347,774 353,013 358,125 363,416

24,868 27,311 29,865 30,462 30,767 31,075 31,386 31,700 32,017 32,337 32,660 32,987

12,350 15,021 18,669 19,043 19,234 19,426 19,620 19,816 20,014 20,214 20,417 20,622

439 604 724 738 746 754 762 770 778 786 794 802

239,191 269,569 273,922 271,955 276,610 281,141 285,823 290,381 294,965 299,676 304,254 309,005

(3) 385,556 396,108 403,147 384,947 389,198 396,060 403,224 408,851 409,178 409,383 412,986 414,948

２． 33,000 52,887 71,814 35,414 47,289 47,986 49,481 50,756 51,238 51,639 52,127 52,486

(1) 33,000 40,294 57,887 35,414 47,289 47,986 49,481 50,756 51,238 51,639 52,127 52,486

(2) 0 12,593 13,927 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 717,076 806,476 828,693 773,358 794,908 807,773 821,897 834,146 840,336 846,457 855,940 863,833

(E) 17,330 △ 19,443 △ 33,317 1,064 3,895 805 △ 1,008 7,641 △ 2,844 2,498 219 △ 864

(F) 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 92 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 0 0 △ 91 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17,330 △ 19,443 △ 33,408 1,064 3,895 805 △ 1,008 7,641 △ 2,844 2,498 219 △ 864

(I) △ 19,443 △ 52,851 △ 51,787 △ 47,892 △ 47,088 △ 48,095 △ 40,454 △ 43,298 △ 40,801 △ 40,581 △ 41,446

(J) △ 80,796 △ 148,356 △ 150,234 △ 146,291 △ 132,592 △ 118,827 △ 100,559 △ 90,783 △ 72,432 △ 44,067 △ 4,451

45,455 46,022 46,586 47,237 47,836 48,487 49,086 49,688 50,337 50,931 51,582

(K) 396,685 397,291 388,474 386,163 375,825 380,296 387,753 385,576 383,427 370,488 356,737 325,001

396,685 397,291 388,474 386,163 375,825 380,296 387,753 385,576 383,427 370,488 356,737 325,001

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 368,507 372,728 401,509 386,300 392,314 397,302 402,383 407,070 411,637 416,448 421,060 425,868

(N)

(O)

(P) 368,507 372,728 401,509 386,300 392,314 397,302 402,383 407,070 411,637 416,448 421,060 425,868

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 収 益

令和9年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 100 △ 5 △ 13 △ 13 △ 12 △ 12 △ 12 △ 10 △ 11 △ 10 △ 10

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
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（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

（ 予 算 ）

１． 196,700 308,800 317,900 219,700 269,600 259,200 213,300 213,300 219,400 196,400 217,100 217,100

80,000 70,000

２． 79,451 133,029 138,011 135,737 135,519 134,548 134,968 135,669 135,464 135,262 134,046 132,753

３． 220 360 936 693 693 693 693 693 693 693 693 693

４．

５．

６． 74,600 88,600 171,276 171,650 195,600 195,600 147,300 147,300 153,675 129,475 151,200 151,200

７．

８． 8,458 8,836 11,637 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458

９． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 359,429 539,625 639,761 536,238 609,870 598,499 504,719 505,420 517,690 470,288 511,497 510,204

(B)

(C) 359,429 539,625 639,761 536,238 609,870 598,499 504,719 505,420 517,690 470,288 511,497 510,204

１． 353,844 469,248 547,356 408,016 483,048 472,597 375,997 375,997 388,747 340,347 383,797 383,797

40,814 39,351 47,863 41,478 41,814 42,153 42,494 42,838 43,185 43,535 43,888 44,243

２． 393,465 396,685 397,291 388,474 386,163 375,825 380,296 387,753 385,576 383,427 370,488 356,737

３．

４．

５．

(D) 747,309 865,933 944,647 796,490 869,211 848,422 756,293 763,750 774,323 723,774 754,285 740,534

(E) 387,880 326,308 304,886 260,252 259,341 249,923 251,574 258,330 256,633 253,486 242,788 230,330

１． 310,345 264,955 270,643 257,310 259,341 249,923 251,574 258,330 256,633 253,486 242,788 230,330

２．

３．

４． 77,535 61,353 34,243 2,942 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 387,880 326,308 304,886 260,252 259,341 249,923 251,574 258,330 256,633 253,486 242,788 230,330

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 6,608,944 6,521,059 6,441,668 6,272,894 6,156,331 6,039,706 5,872,710 5,698,257 5,532,080 5,345,053 5,191,665 5,052,028

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

（ 予 算 ）

332,317 362,185 382,067 363,996 377,298 382,044 388,314 393,600 396,166 398,616 402,248 404,563

280,540 330,665 382,067 363,996 377,298 382,044 388,314 393,600 396,166 398,616 402,248 404,563

51,777 31,520 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

79,671 133,389 138,947 135,737 135,519 134,548 134,968 135,669 135,464 135,262 134,046 132,753

37,222 38,046 39,063 36,737 36,519 35,548 35,968 36,669 36,464 36,262 35,046 33,753

42,449 95,343 99,884 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000

411,988 495,574 521,014 499,733 512,817 516,592 523,282 529,269 531,630 533,878 536,294 537,316

令和17年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

計

そ の 他

令和14年度 令和15年度 令和16年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和16年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和17年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度令和9年度
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